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１．はじめに
１９８０年代から中国政府と地方政府は，農村住民に対する農業技術の普及
を重視した。特に，農業大省としての河北省は普通職業教育と農村職業教育
の発展を非常に重視した。改革開放初期から，河北省は全省で文化大革命の
時期に閉校となった農業中学を回復し，１つの県に少なくとも１校の農業中
学の配置を確保した。
１９９０年代以降は，各県にある農村中等職業学校を全国重点校あるいは省
重点校に昇格させるため注力し，さらに中等職業学校による農業技術の普及
と農村農業人材の育成の効果を発揮させるため，様々な試みを展開した。特
に，２００９年から農業技術の普及をもとに実施した「送教下郷」職業教育モ
デル（２節以降で詳述している）は，国務院に全国農村中等職業教育改革の
模範として取り上げられている。
「送教下郷」職業教育モデルについての研究は中国では非常に多い。王他
（２０１１），孟（２０１２），張他（２０１３）が「送教下郷」を実施する方式について
説明している。「送教下郷」の役割について，李（２０１２），王他（２０１１）が，
「送教下郷」は農民収入の増加を促進することと指摘している。河北省政府
も，２０１４年河北省人代農村扶貧開発工作会議で，「送教下郷」の農民収入の
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増加と農村貧困削減に対する重要性を強調した。ほかに，呉他（２０１３），余
（２０１３），薛（２０１３），関・張（２０１４）が「送教下郷」を実施している中等職
業学校の事例を取り上げているものの，理論的な研究である。中等職業学校
が行っている「送教下郷」の実態と効果の実証分析に関する研究は，これま
でほとんどない。
本稿では，農村住民に対する「送教下郷」を行っている中等職業学校の事
例を取り上げて，関連資料の収集，現地調査，教学の見学およびヒアリング
調査により，①「送教下郷」形成の背景，②「送教下郷」実施の実態，③
「送教下郷」実施の効果，④「送教下郷」が直面する問題などの課題を明ら
かにする。
２．新型農業職業教育モデル「送教下郷」の形成
２．１ 新型農業職業教育モデル形成の背景
２０００年代以降，中等職業学校の卒業生に対する就職の「統一分配」制度
の廃止，高等教育学校に対する「拡招」政策の実施，「学歴至上」の社会意
識の形成，経済産業構造の中心が第一次産業から第二次産業・第三次産業に
移行したなどの原因で，中等職業学校の募集，特に農業専攻の学生の募集が
難しくなってきた１）。送教下郷が実施される直前の２００８年時点で，全国中等
職業学校の在校生は１６８８．２万人，そのうち農業専攻の在校生は６４．９万人，
全体の３．８％でしかなかった。同年，中等職業学校が６５０．３万人の学生を募
集したが，そのうち農業専攻の学生の入学者数は２９万人，全体の４．４％に
過ぎなかった２）。２００８年河北省中等職業学校の在校生は１０５．６万人，農業専
攻の在校生はわずか７万人に過ぎない。４０．７万人の学生を募集したものの，
そのうち農業専攻の学生の入学者数は２．７万人に過ぎなかった３）。農業専攻
学生の数が少なく，農業専攻を中心に行う中等職業学校は閉校あるいは合併
１）劉（２０１５）
２）中国国家統計局（２０１０）
３）河北省人民政府（２０１０）
１７４ 桃山学院大学経済経営論集 第５７巻第４号
になる恐れが発生した。
２００８年の河北省総人口は６８８９万人，農村人口は４０６１万人，総人口の
５８．１％を占める４）。しかし，農村住民の教育水準は低く，小学校卒が４．３％，
中学校卒が３１．６％，高校卒が５．４％，大専以上卒が０．２％である。高校卒以
上の割合が非常に少ない。それは農業技術の普及と高いレベルの農村技術人
材の育成にネガティブな影響を与える。農村住民の学歴の実情に応じた農業
職業教育の展開が必要であったし，今もそのような必要性は続いている。
また，中国の農業職業教育では主に農業技術の普及を行ってきた。１９８０
年代から農村住民に対する農業技術の普及が始まった。農業技術普及は県農
業局，県林業局，県牧畜局が１年に１～２回，毎回１～２時間で農村委員会
あるいは農村にある学校において農業理論の知識を中心に農村住民に教え
る。しかし，農業技術の普及の効果は小さいとされている（薛・黄，２００８；
柳，２０１３）。
河北省教育庁は農業技術の普及の効果を向上させるため，更に農業職業教
育を発展させ，農業職業教育による農業初級中級人材の育成と農村住民の農
業収入の増加のため，新しい農業職業教育モデルの研究を２００９年から始め
た。それが「送教下郷」である。
２．２「送教下郷」の発展
「送教下郷」は教育と生産労働を結合し，中等職業学校の教育資源を農村
に送り，農民の目の前に「学校」を設置する。学生は都市での勉強から農村
での勉強に変わった。「送教下郷」の目的は農村における農業生産・管理に
従事する中等専業人材と農村管理人材を育成することである５）。
「送教下郷」は普通中等農業教育および農村住民に対する農業技術普及と
明白な区別がある（表１）。普通中等農業教育の実施機構は農業専攻を設置
する中等職業学校である。募集対象は中学校を卒業する全日制学生である。
４）同注２
５）定義と目的の出所：邢台市農業学校（２００９）『送教下郷教学点学生手冊』
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普通中等農業教育 農業技術普及 送教下郷
実施機構 中等職業学校
県農業局，県林
業局，県牧畜局
農業専攻を設置する中等職業学
校
教学場所 学校
農村委員会ある
いは農村にある
学校
理論：農村委員会あるいは農村
にある学校
実践：受講生の耕地
対象 全日制学生 農村住民 ４５歳以下の農村住民
学歴 中学校卒 無 原則として中学校卒以上（注１）
修学年限 原則として３年
１年１～２回，
毎回１～２時間
原則として２年，実際にフレッ
クス単位制の２～５年
授業内容
農業に関する理論
知識と実践を学
び，理論知識を中
心に行う
農業理論知識
現地の実情にあう農業職業教育
であり，実践を中心となる
授業方式 全日制 集中教学 集中教学，実情教学
学費 無 無 無
補助金
農業専攻の学生は
毎 年１５００元；他
の専攻で貧困家庭
出身の学生も毎年
１５００元
無 ２０１２年以降無（注２）
教師 本校教師
県農業局，県林
業局，県牧畜局の
従業員（公務員）
本校教師と現地政府部門関連従
業員
卒業 中専卒業証書 無 中専卒業証書
表１ 普通中等農業教育・農業技術普及・「送教下郷」の比較
出所：調査より筆者作成
注１：実情により，学歴の制限を小学校卒に緩める場合もある。
注２：２０１０年と２０１１年の学生は１人１５００元の補助金があった。２０１２年から補助金がなく
なった。
修学年限は原則として３年となる。農業に関する理論知識と実践を学び，主
に理論知識を中心に学ぶ。農業関連専攻の学生の学費は無料で，補助金につ
いては農業専攻の学生は毎年１５００元，他の専攻で貧困家庭出身の学生も毎
年１５００元である。卒業するときに中専卒業証書が授与される。
「送教下郷」の実施機構は農業専攻を設置する中等職業学校であるが，教
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学場所は村である。理論部分の教学場所は農村委員会あるいは農村にある学
校，実践部分の教学場所は受講生の耕地である。募集対象は４５歳以下の農
村住民である。学歴の条件は原則として中学校卒以上が必要であるが，実際
は学校によって，小学校卒の者でも「送教下郷」を受けることができる。修
学年限は原則として２年であるが，実際にはフレックス単位制の２～５年修
学年限制度を実施している。教育の内容は理論知識を中心に行うのではな
く，現地の実情にあう農業職業教育であり，実践が中心となる。教師は本校
教師のほか，現地政府部門関連従業員も一部教科を担当する。普通中等職業
学校学生と同じ待遇で，学費は無料だが，補助金はない６）。卒業するとき，
普通中等職業学校学生と同じ中専卒業証書が授与される。また，卒業した
後，毎年，元の教学点に対する農業技術の指導も続ける。農民学生が農業問
題について学校に問い合わせることができる。
２００９年７月に河北省組織部・農業部・教育庁が『関于送教下郷加快培養
農村実用人材的意見』を公布し，実施した。それは「送教下郷」モデルを開
始したシンボルである。その『意見』により，単位制とフレックス学習制を
合わせ，農村住民に対する農業職業教育の新しいモデルとして「送教下郷」
を実施することになった。「送教下郷」を実施する主体は中等職業学校とし，
募集対象，学歴，授業内容と方式などについて説明した。同年１１月，河北
省教育庁は「送教下郷」教学点の管理方法，実践教学の管理方法，教師と学
生の管理方法などについて詳しい解説をした『河北省中等職業学校送教下郷
実施新農村建設双帯頭人工程教学管理文件』を公布した。２０１４年には，河
北省政府が農業生産量と品質を向上させるために，農業実習ベースの設立を
重視した『河北省中等職業学校送教下郷実習実訓規程』を公布した。河北省
教育庁は最初の「送教下郷」の実施にあたって邢台市農業学校を指定した。
６）２０１０年に財政部・教育部・人力資源社会保障部が公布した『中等職業学校免学
費補助資金管理暫行弁法』により，年齢を問わず，中等職業学校の農業関連専攻
の学生に毎年１５００元の補助金を授与する。２０１３年に財政部・教育部・人力資源
社会保障部が『中等職業学校免学費補助資金管理弁法』を公布した。この『弁
法』において，１９歳以下の中等職業学校の農業関連専攻の学生に毎年１５００元の
補助金を授与することを明記した。
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邢台市農業学校は１９６４年に設立された。最初は河北農業大学邢台分校で
あった。１９８０年代以降，同校は独立の中等職業学校として発展してきた。
その後校名を邢台市農業学校に改名した。２００６年に国家級重点中等職業学
校とされ，２００７年に邢台市農業機械化学校を合併したことで，農業専攻の
教師の数と教学の質を向上することができた。更に，邢台市農業学校は
１９８０年代から農村住民に対する農業技術の普及を始めた。それ以降長年に
わたり，農業技術の普及の経験を積んでいる。邢台市の農村住民にとって名
誉と信頼性を持つ学校である。これらが最初の「送教下郷」を実施する学校
として指定された理由である。
２０１０年に「送教下郷」モデルは国務院の全国農村中等職業教育改革の模
範となっている。２０１０年から「送教下郷」モデルは山西省，河南省，四川
省，黒竜江省，重慶市，雲南省など１０の省・自治区・直轄市に普及した。
更に，２０１５年に新疆ウイグル自治区にまで普及した。「送教下郷」を行って
いる中等職業学校は現地の実情にあった専攻を設置している。山西省では山
西省の農村発展のニーズにより，農業機械の使用と修理，家禽飼養と病気防
止，牧畜などの専攻を設置している。雲南省は茶関連専攻と園芸などの専攻
を設置している。新疆ウイグル自治区は果樹栽培，綿花栽培などの専攻を設
置している。現地の実情にあった専攻の設置だけではなく，各省・自治区・
直轄市は「送教下郷」の実施を保障するため，様々な政府文書を公布した。
山西省政府は２００９年９月に『関于渉農中等職業学校開展送教下郷試点工作
的指導意見』を公布した。雲南省政府は２０１０年に『関于試行送教下郷弁学
模式加快農村技能人材培養的指導意見』を公布した。
以下，最初の「送教下郷」を実施した邢台市農業学校に関する調査によ
り，「送教下郷」実施の実態と効果を明らかにする。
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３．邢台市農業学校「送教下郷」の展開
３．１「送教下郷」の実施について
３．１．１ 学校内部の機構設置
２００９年，邢台市農業学校が最初の「送教下郷」の実施機構に指定された。
邢台市農業学校は「送教下郷」を普通学生に対する農業教育と区別するた
め，「送教下郷」に対する専門の組織を学校内部に設置した。それが「送教
下郷弁公室」である。送教下郷弁公室は普通学生教育の後方勤務部門に相当
し，主に教学点の申請と審査，教学管理計画の制定，学生データの管理，教
学設備の配分などを担当する。教育研究部門は農民学生への教育を担当する
のではなく，教師の管理，教学スケジュールの制定，専用教科書の編纂，
「送教下郷」に関する理論と実証の研究などを担当する。普通学生教育とも
う１つ違うところは，教学点を増やしたことである。教学点は一般教学を行
う村である。主要な役割は職業教育を実施する学校と協力し，学生と教学の
管理を行うことである（図１）。
図１ 「送教下郷」組織図
出所：調査より筆者作成
中国における新型農業職業教育の形成と貧困農村への影響 １７９
公共科目 専業基礎理論
科目
実用技術科目 実践科目
内容 農業情報基礎，農産
品マーケティング，
創新と創業，農業経
営と管理，公民道
徳，鄧小平理論，農
村政策法律，農業基
礎英語など
専攻に関する
基礎知識
農業生産の実
情にあう実用
の知識と技術
勉強した知識
と技術を利用
して農業生産
に活用する。
表２ 各科目内容
出所：調査より筆者作成
３．１．２ 教学について
以下，邢台市農業学校の現地の実情に基づき，募集対象，修学年限，専攻
の設置，教学点の選択について述べる。
邢台市農業学校「送教下郷」の募集対象は主に２０歳から４５歳までの農村
戸籍を持つ農村住民である。学歴は中学校卒以上である。実際は，農村の実
情により，年齢は５０歳までに緩められている。学歴に対する制限も小学校
卒に緩められている。
「送教下郷」教学点の修学年限は基本的に２年であるが，実際にフレック
ス単位制の修学制度を実施している。フレックス単位制により，修学年限は
２～５年である。単位は１２０単位である。理論教学は１６時間が１単位であ
る。実践教学は１週間が１単位である。
募集専攻は農村経済管理と農業実用技術の二つのカテゴリーに分けられて
いる。農村経済管理は郷鎮企業経営管理，農村合作経済経営管理と郷村総合
管理の３つの専攻を含んでいる。農業実用技術は野菜栽培（ビニールハウ
ス），果樹栽培，園芸，農産物栽培，経済作物栽培，家禽飼養，獣医，牧畜
である。
科目は公共科目，専業基礎理論科目，実用技術科目と実践科目である（表
２）。そのうち理論教学は３０％，実践教学は７０％を占める。
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０９年春 ０９年秋 １０年秋 １１年秋 １２年秋 １３年秋
教学点
（単位：個）
１９ ７９ １０３ １３９ １７２ ２０７
受講生
（単位：人）
９６９ ４１８７ ５３５６ ７０８９ ９１１３ １１７９９
表３ 教学点と受講生の推移（２００９年～２０１３年）
出所：調査より筆者作成
教科書については，２００９年の受講生は河北省中等職業学校学生指定教科
書を利用した。２０１０年から農業専門知識に関する教科書は邢台市農業学校
が教学の実情にあわせて編纂した教科書の利用を始めた。
教学点の選択については，次の条件を満たすことが必要である。
１）現地政府あるいは村が職業教育を重視し，学校との協力をうまく行
えること。また，３０～５０人の受講生の募集ができること。
２）ある産業基礎を備えること。
３）教学場所があり，教学の実施と教学の管理がうまく行えること。
４）村が教学点の担当者を指定し，学生の日常管理，情報のフィード
バックなどを担当すること。
２００９年春，教学点での教学が始まった。しかし，春は農業の実践教育に
適する時期ではないので，実践課程を行うことができない。２０１０年から，
教学は秋から冬の農業の実践教育に適する時期に行っている。中等職業学校
の時期と同じで，９月から翌年の２月くらいまでである。２００９年春，最初の教
学点は１９であった。受講生は９６９人を募集した。２０１３年秋に教学点は２０７
にのび，受講生は１１７９９人に達した。それぞれ１０．９倍と１２．２倍に成長した
（表３）。２０１３年までに「中専」学歴が授与された受講生は２０６４７人である。
３．１．３ 教学方法
教学の方法としては，主に「３+２」と「理実合一」にまとめることがで
きる。「３+２」とは，毎週５日の授業を行い，３日間は実践教学，２日間は
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理論の教学ということである。中等職業学校の農業専攻課程では理論を中心
にする。３年の教学で最初の２年は学校で系統的に理論知識を勉強する。最
後の１年はどこかの農業生産ベースあるいは農業会社で実習する。しかしそ
れは実際の農業の実践とはいえない。なぜなら作物が成長する間に出会う問
題の解決ができない教学となっているからである。
「理実合一」とは，理論教学と実践教学を合わせ，農民受講生が従事して
いる農業の実情により行う方法である。それは直接に農業で出会う問題を解
決することができ，また，農業生産性の向上を促進し，農業生産量を増加さ
せることよって農業収入の増加を促進する方法である。特に，教学におい
て，受講生が栽培している農作物の畑で農作物の成長の状況に合わせ，様々
な解決方法を教えるという点ですぐれている。
３．２ 教学点Aにおける「送教下郷」の実態
３．２．１「送教下郷」を実施する前の概況
教学点Aの村は国家級貧困農村である。戸数は１６０戸，人口は６９０人であ
る。土地責任制が始まった１９８４年時点の全村の農業耕地は２００ムー，荒れ
山地８０００ムーである。１人当たりの山地面積と耕地面積はそれぞれ１１．６
ムーと０．３ムーである。主要な農作物は綿花，トウモロコシ，黍などであ
る。１人当たりの収入は８０元しかなかった。
１９９０年代初めから教学点Aの村委員会は村を貧困から脱却させるため，
りんごの栽培を全村に普及することを決定した。しかし，農村住民は全然積
極的ではなかった。その原因は次のとおりである。１）りんごの経済収益を
得られるのが遅く，成長周期は４～６年である。短時間でお金がもらえな
い。２）住民たちがりんごを植えた経験が全くなく，りんごの栽培ができる
かどうか不安であった。その結果，最初は１０人だけでりんごの栽培が始
まった。大部分の住民は大都市への出稼ぎを選択した。１９９４年に最初に植
えたりんごの木が果実を結んだものの，サイズが小さく，質も低く，全然商
品にならなかった。
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１９９５年から，村委員会がりんごの栽培に対して，邢台市農業学校の農学
教師を誘って，りんご栽培に関する知識と技術を住民に教えた。邢台市農業
学校を通じて，４年間りんごの栽培に関する知識と技術を学ぶことにより，
りんごの質がめざましく向上した。１９９９年に，１ムー当たり平均生産量は
８００キロとなり，１ムー当たり収入は９６０元となった。りんご栽培による年
間収入は４万元程度になった。１９９９年の村の１人当たり年間収入は７８８元
である。出稼ぎの年間収入は多くても２万元ぐらいである。
邢台市農業学校によるりんごの栽培の成功は他の住民の積極性を引き出し
た。しかしながら，その時期，邢台市農業学校が実施していた農業教育は主
に農民たちが出した問題について解決する形で行われ，時間も短かった。す
なわち，ある種の農業技術普及の教育であった。人数が少ない場合はそれぞ
れの問題がよく解決できたものの，人数が多くなると，教師の数が少ないた
め，効率的ではなかった。２００８年には，りんごを栽培する戸数は７３戸にな
り，人数は１８９人に伸びた。りんごの栽培により，村の１人当たり年間収入
は１１９６元に増加したものの，増加スピードは遅かった７）。りんごを栽培する
農村住民全体に対する職業教育の実施が必要になった。
３．２．２「送教下郷」の展開
２００９年に邢台市農業学校は教学点Aの村を最初の教学点の１つとして指
定した。村の状況により，果樹栽培専攻（りんご栽培）を設置した。りんご
を栽培している農家で，りんご栽培職業教育を受けたい住民を対象に募集を
始めた。その時点で７３戸のりんご農家があり，できるだけ７３戸各戸に１人
の農業技術人材がいるようにするため，１戸で１人応募するように制限を設
けた。最初の職業教育モデルなので，効果が出てくるかどうか未知であっ
た。そこで，教育の質を確保するため，１つの教学点の募集人数を６０人以
下に限定した。２００９年春に応募した住民が多かったが，試験的職業教育と
して，りんごを栽培した時間が長い住民たちが先に「送教下郷」を受けるこ
７）村に関するデータは村委員会のデータによる。
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年 齢
（歳）
人 数
小学校
卒
中学校
卒
高 校
卒
大 専
卒
男 女
２０～２９ ２２ ０ １４ ７ １ １４ ８
３０～３９ １６ １ １５ ０ ０ ８ ８
４０～４９ １１ １ １０ ０ ０ １０ １
合 計 ４９ ２ ３９ ７ １ ３２ １７
表４ ２００９年春に採用された教学点A受講生の構成（単位：人）
出所：調査より筆者作成
とを決定した。２００９年春に教学点Aが採用した受講生は４９人である。年齢
を見ると，２９歳以下が２２人，３０～３９歳が１６人，４０歳以上の受講生が１１
人である。性別を見れば，男性が３２人，女性が１７人となっているが，４０
歳代はほとんど男性である。男性が農家の主要な労働力であることが１つの
原因であると考えられる。学歴を見ると，中学校卒が最も多く，全体の約
８０％を占めている。高校以上卒の学歴を持っているのはすべて２９歳以下の
受講生である（表４）。職業教育を受ける意識を持つが，採用されなかった
住民は，２００９年春からの受講生が２０１３年秋に卒業した後に入学した。それ
らを含めた現受講生も４９人である。
実施している専攻は，上述したように，果樹栽培専攻（りんご）である。
科目は１９，そのうち必修科目は１０，選択科目は９である。必修科目は教育
部が決めた中等職業学校学生向けの必修公共科目と必修専業科目である（表
５）。実践課程では，現地の土壌，気候，降水量，無霜期などの自然条件を
必修科目 選択科目
公共科目 専業科目 農村社区管理，マーケティングと貿易，
農村新民家建設，党の理論基礎知識，科
学発展観，農村政策法律，農業基礎英
語，鄧小平理論，農村経営と管理
農村経済と社会，
共通語と応用文，
公民道徳と法律，
農村応用数学
土壌肥料，果樹栽
培，農業応用化学，
植物，植物保護，農
業情報技術
表５ 果樹栽培専攻科目一覧
出所：専攻スケジュー ルより筆者が整理，作成
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総合的に分析して，土壌の改善，苗木の選択と他果樹との接ぎ木，肥料の選
択と使用など果樹栽培の基盤となる事柄について学ぶ。
４．「送教下郷」による収入の変化およびその要因分析
ここでは，「送教下郷」が受講生の収入の増加に与える影響について明ら
かにする。
収入の変化を分析するために，２００９年春から「送教下郷」を受けた受講
完了者４９人と２０１３年秋からの現受講者４９人の両方のデータをプールして
利用し，２０１０年と２０１３年を比較した収入の変化とその要因について分析す
る。
表６の通り，「送郷下郷」の受講完了者と現受講者の学歴を見ると，両方
とも中学校卒の者が多い。また，両方とも若者が中心であり，高校以上卒の
学歴を持っているのは２９歳以下の受講生が多い８）。性別は，両方とも，男性
の人数が多く，男性が農家の主要な労働者であることが要因と考えられる。
政治成分は，共産党員の人数が少なく，群衆（非党員）が多い。
「送教下郷」を受け始めた翌年の２０１０年に受講完了者の１ムー当たり平
均収入は７６３７．２元であったが，２０１３年に１００２４．２元と，２３８７元増加した。
一方，現受講者の２０１０年の１ムー当たり平均収入は５５０５．７元，２０１３年に
６０８８元になり，５８２．３元増加した。両方の１ムー当たり平均収入の差は
２０１０年に２１３１．５元で，２０１３年に３９３６．２元である（表６）。
１ムー当たり平均収入の増加率に対する影響要因について，表７のように
回帰分析を行った。説明変数は以下の通りである。
①年齢は２００９年時点の年齢，②性別は男性＝１，女性＝０，③政治成分
は共産党員＝１，群衆＝０，④教育年数は小学校卒＝６，中学校卒＝９，高
校卒＝１２，中専卒＝１２，大専卒＝１５，⑤「送教下郷」の有無は有＝１，無＝
０。
回帰分析の結果は，表７に示されている。
８）年齢は両方とも２００９年時点の年齢である。
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受講完了者
年齢
（歳）
人数
学歴 性別 政治成分
小学
校卒
中学
校卒
中専
卒
高校
卒
大専
卒
男 女 群衆 党員
２０～２９ ２２ ０ １４ ０ ７ １ １４ ８ ２２ ０
３０～３９ １６ １ １５ ０ ０ ０ ８ ８ １４ ２
４０～４９ １１ １ １０ ０ ０ ０ １０ １ ９ ２
合計 ４９ ２ ３９ ０ ７ １ ３２ １７ ４５ ４
現受講者
年齢
（歳）
人数
学歴 性別 政治成分
小学
校卒
中学
校卒
中専
卒
高校
卒
大専
卒
男 女 群衆 党員
２０～２９ ８ ０ ４ １ ３ ０ ５ ３ ８ ０
３０～３９ ２１ ３ １６ １ １ ０ １４ ７ ２１ ０
４０～４９ ２０ １１ ８ ０ １ ０ １６ ４ １８ ２
合計 ４９ １４ ２８ ２ ５ ０ ３５ １４ ４７ ２
受講完了者 現受講者 収入差
１ムー 当たり平均収入
（単位：元）
２０１０年 ７６３７．２ ５５０５．７ ２１３１．５
２０１３年 １００２４．２ ６０８８ ３９３６．２
推定係数 標準誤差 ｔ値
（定数） ．３３０ ．１０４ **３．１８３
年齢 －．００３ ．００２ －１．５４０
性別 ．０１８ ．０２６ ．６９２
政治成分 ．０４９ ．０６０ ．８１３
教育年数 －．０１６ ．００７ **－２．２０８
「送教下郷」
の有無
．２０３ ．０２５ ***８．１９４
Adj-R２ ．４３９
N ９８
表６ 「送教下郷」受講完了者と現受講者の構成（単位：人）
出所：調査より筆者作成
表７ ２０１３年と２０１０年収入増加率の要因分析
**，***はそれぞれ有意水準１％，０．１％で係数が有意であることを示す
出所：調査より筆者作成
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表７の結果を見ると，年齢の推定係数は負であるが，統計的に有意でな
い。性別と政治成分の推定係数は正であるが，統計的に有意でない。教育年
数と「送教下郷」の有無は収入増加率に対して統計的に有意である。教育年
数が多いほど収入の増加率が低いことを意味する。教育年数が多い者は主に
２０～２９歳の若者たちである。教育年数の長い若者の多くは主に学校で普通
教育を受けてきたため，農業に従事したことがほとんどなく，農業経験が少
ないと考えられる。農業生産に対して農業経験がある程度農業の生産性と農
業収入に影響すると考えられる。
「送教下郷」の推定係数はプラスで，統計的に有意となっている。「送教
下郷」を通じて，関連農業知識と技術を手に入れて，農業専門の知識と技術
を活かすことで，農業収入の増加を実現できたと考えられる。
５．「送教下郷」教育モデルの問題
邢台市農業学校「送教下郷」弁公室の董主任と薛教員に対するヒアリング
調査を通じて，「送教下郷」教育モデルの主要な問題点は以下のように示す
ことができる。
５．１ 補助金の問題
２００７年財政部・教育部が公布した『中等職業学校国家助学金管理暫行弁
法』により，中等職業学校１，２年生に毎年国から１５００元の補助金が受けら
れることなったが，これには年齢の制限がない。この『暫行弁法』によっ
て，２０１０年と２０１１年の「送教下郷」の受講生は毎年国から１５００元の補助
金が受けられた。しかし，２０１２年に財政部・教育部が中等職業学校国家補
助金に対して，年齢の制限を加えた。すなわち１９歳以上の中等職業学校在
校生は国家補助金を受ける資格がなくなることを決めた。そのため，２０１２
年からの「送教下郷」の受講生は学費は無料であるが，補助金はなくなっ
た。これは「送教下郷」をいっそう普及させることに対してネガティブな影
響を与える。
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５．２「送教下郷」を実施する主体の混乱
「送教下郷」の目的により，実施する主体は農業専攻を設置する中等職業
学校であるが，「送教下郷」の影響の拡大につれて，実施する主体は農業専
攻を設置する中等職業学校から農業以外の中等職業学校にまで拡大した。多
くの非農業中等職業学校は国家政策を利用したいが，農業関連の教師がいな
いため，「送教下郷」を実施している。教師は他の学校から招いて任用する。
この状況下では，職業教育の連続性と効果が保障できない。
５．３ 教師不足の問題
教師の問題は主に２つある。１つは農業専任教師の数が少ないことであ
る。邢台市農業学校には専任教師１１５人がいる。そのうち，農業関連専任教
師は３３人しかいない。教師が少ないので，教学の効果を確保するため，「送
教下郷」の規模を大きくできない。多くの農村住民が「送教下郷」を受けた
いものの，教師数の影響で，毎年の受講生の募集を制限している。もう１つ
の問題は農業教師の育成問題である。２０００年代以降，高等教育機構の農業
専攻在校生の数は年々減少している。また，卒業しても中等職業学校に就職
する学生の数が非常に少ない。農業教師の予備軍が非常に不足している。ま
た，中国職業教育では「双師型教師」９）が必要である。現在，教師が理論教育
に偏り実践能力が不足していることも農業教師の育成問題の１つである。
５．４ 全国普及の問題
「送教下郷」教学点を選択する１つの重要な条件は村の大部分の住民から
職業教育を受けたいとの希望があり，ある程度の規模の学生を募集できるこ
とである。「送教下郷」は河北省，雲南省，海南省，四川省，山西省，重慶
市，黒竜江省，新疆ウイグル自治区など１０の省・自治区・直轄市まで普及
したものの，中国３４の省・自治区・直轄市に対しては，２９．４％しか実現し
ていない。また，現在貧困農村の大部分の住民が，農業の収入より高い収入
９）「双師型教師」とは，教育知識と職業技能を兼備している教師を指す。
１８８ 桃山学院大学経済経営論集 第５７巻第４号
がもらえる都市へ移動している。農村では子供と老人が多く残っている。農
村住民が職業教育を受けたいと希望しても，現地政府の支持がないと受ける
チャンスが少ない。したがって，「送教下郷」の全国への普及は，農村住民
の意識の転換，ならびに現地政府の支持が必要である。
６．おわりに
邢台市農業学校の事例の調査と分析から，「送教下郷」について，次のよ
うな点を明らかにした。
第１に，「送教下郷」は，中等職業学校における農業専攻学生募集の困難，
農村住民の学歴の実情に応じた農業職業教育の展開の必要性，および農業技
術の普及の効果の低さなどを背景に形成された，農村住民に対する新しい農
村職業教育モデルである。
第２に，「送教下郷」は理論教育と実践教育を合わせたモデルである。特
に，実情に合わせた実践教育を中心に行っている。また，教育の質を確保す
るため，採用人数を６０人以下に限定している。
第３に，「送教下郷」により，農業技術を学びながら学歴も得られる。そ
の結果，農村住民の教育水準を向上させることができた。更に，「送教下郷」
は農村住民の農業収入の増加を促進した。
「送教下郷」は，農業収入増加の視点から，実用性を強調している職業教
育モデルである。「送教下郷」は農村住民の教育水準の向上，農村経済の発
展および農業収入の増加に重要な役割を果たしている。
しかし，調査を通じて，「送教下郷」は利点ばかりでなく次のような問題
に直面していることもわかった。
「送教下郷」の受講生は学費が無料であるが，２０１２年から年齢の制限に
より，受講生への補助金がなくなった。これは「送教下郷」を普及させるこ
とに対してネガティブな影響を与える。多くの学校が農業関連の教師と専攻
を揃えていないが，臨時に教師を他の学校から招いて任用し，「送教下郷」
を実施している。「送教下郷」を実施する主体が混乱すると，職業教育の連
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続性と効果が保障できない。また，農業関連教師の予備軍が非常に不足して
いる問題を解決しないと，普通の農業職業教育と「送教下郷」などの農村住
民に対する職業教育の発展を妨げる。「送教下郷」の実施により，良い結果
が見られたが，地方政府による「送教下郷」の軽視と農村住民自身の意識の
低さは「送教下郷」モデルの全国への普及にネガティブな影響を与える。農
村経済の発展と良好な職業教育モデルの持続性を保持するため，これらの問
題の解決は，中国政府と地方政府にとって非常に重要であると考えられる。
「送教下郷」は，ある程度の産業基礎を備える村，一定数の農村住民を募
集できる村であることなどが教学点を選択する条件となっている。しかし，
中国では，産業基礎のない村が非常に多く存在している。また，貧困を脱却
するため，大部分の農村住民が都市への出稼ぎを選択している。農村には子
供と老人しか残っていない。これらの問題について，どのような方式を実施
していけばよいのかは，「送教下郷」にとって成否を左右する重要な課題で
ある。
また，「送教下郷」による農業収入の増加について実証分析したが，さら
にそれが貧困人口の減少に果たしている役割に関して，具体的な実証分析が
今後必要である。
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New Formation of Agricultural Vocational Education
and Its Impact on Poor Rural Villages in China: A Case of
the Xingtai City Agricultural Secondary Vocational School
LIU Fei
TAKETOSHI Kazuki
Agriculture plays an important role in China. Stable agricultural
development ensures the progress of Chinese economy and also effectively
increases income of peasants and improves rural economy. Agricultural
vocational education is an important key for the agricultural development.
In China, Agricultural Secondary Vocational School takes the responsibility
of agricultural vocational education. It is the main institution that brings up
the rural agricultural talents. In order to fit the development of agriculture
and rural economy, Agricultural Secondary Vocational School should
explore new educational patterns unremittingly. In Hebei province, new
agricultural vocational educational pattern called “send education to
countryside” has been created. It perfectly adapts to the development of
local rural economy. “Send education to countryside” takes full advantages
of local resources by spreading agricultural knowledge and technique and
improving peasants’ quality in the aspect of agricultural knowledge. It
fosters agricultural talents for the development of local agriculture and
countryside.
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